補足資料：「行動援護」判断基準の改訂と予算について
－事業所の収支試算からみた予算の見込み－

　次表は愛知県知多エリアで行動援護を含めて居宅介護を実施する事業所の収支試算表である。平成１６年度単価適用時の収支を１００％とした場合、身体介護や移動介護の長時間利用単価が引き下げられた平成１７年度で１３～１８％の収入減、行動援護「６点以上」で試算した場合に２～３％の収入減となる。なお、この試算では「１割負担」の導入による利用の抑制効果は想定しておらず、「６点以上」に引き下げた場合に、大幅な予算増が発生する危惧はないと言える。

	A事業所収支試算表
	８月
	　
	１１月
	　

	　
	収入総額
	比率
	収入総額
	比率

	平成１６年度単価適用
	4,653,990
	100%
	2,965,810
	100%

	平成１７年度単価適用
	3,816,340
	82%
	2,579,570
	87%

	行動援護１０点以上適用
	4,057,020
	87%
	2,742,770
	92%

	行動援護８点以上適用
	4,169,220
	90%
	2,819,270
	95%

	行動援護６点以上適用
	4,492,804
	97%
	2,900,870
	98%


